
 

議案番号 議案名 内容（要旨） 

議

決

結

果 

議

決

状

態 

議第４０号 
橿原市議会政務活動費の交付に関する

条例の廃止について 

議員活動は多岐にわたるものであり、政務

活動費の交付により活動に制限がおよぶこ

とがないよう社会情勢等を勘案し、橿原市

議会政務活動費の交付に関する条例を廃止

するもの 

否

決 

賛

成

少

数 

議第４１号 
橿原市議会の議員の定数を定める条例

の一部改正について 

橿原市議会の議員定数を２４人から２２人

に改めるもの 

継

続

審

査 

全

会

一

致 

議 第 １ 号 
橿原市行政不服審査法施行条例の一部改正

について 

行政不服審査会の調査審議を円滑に行うこ

とを目的として、行政不服審査会に部会を

設置するため、所要の改正を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議 第 ２ 号 
橿原市職員の勤務時間、休暇等に関する条

例の一部改正について 

労働基準法の改正により労働者の時間外労

働等の上限が定められたことに伴い、市の

職員について同様の制限を行うため、所要

の改正を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議 第 ３ 号 
橿原市執行機関の附属機関に関する条例の

一部改正について 

執行機関の附属機関として、新たに橿原市

自殺対策連絡協議会を設置するため、所要

の改正を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議 第 ４ 号 
橿原市心身障害者医療費の助成に関する条

例等の一部改正について 

未就学児に対する医療費の助成方法につい

て、償還方式から現物給付方式に変更する

ため、所要の改正を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議 第 ５ 号 
橿原市廃棄物の処理及び再利用の促進に関

する条例の一部改正について 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規

則の一部改正により、一般廃棄物処理施設

の技術管理者の資格に係る基準の整備が行

われたため、所要の改正を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議 第 ６ 号 橿原市手数料徴収条例の一部改正について 

建築基準法の一部改正により、建蔽率、既

存建築物の用途変更に伴う工事及び既存建

築物の一時的な用途変更による使用に関す

る規定の整備が行われたため、これらの認

定及び許可の申請の手数料を規定するもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議 第 ７ 号 
橿原市空家等対策の推進に関する条例の制

定について 

空家等対策の推進に関する特別措置法に定

めるもののほか、市内の空家等に関する対

策を推進していくため新たに条例を制定す

るもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議 第 ８ 号 橿原市上水道給水条例の一部改正について 

水道法施行令及び水道法施行規則の一部改

正により、布設工事監督者及び水道技術管

理者の資格に係る基準の整備等が行われた

ため、所要の改正を行うもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議 第 ９ 号 
訴えの提起について（市営住宅家賃等支払

請求） 

市営住宅家賃を滞納している者の市営住宅

賃貸借契約締結以前から配偶者であり明渡

しまで市営住宅に同居していた者に対し、

民法第７６１条等の規定により、市営住宅

家賃等の支払を求めるため、訴えの提起に

ついて、地方自治法第９６条第１項第１２

号の規定に基づき、議会の議決を求めるも

の 

原

案

可

決 

全

会

一

致 



 

議案番号 議案名 内容（要旨） 

議

決

結

果 

議

決

状

態 

議第１０号 
権利の放棄について（住宅新築資金等貸付

金） 

住宅新築資金等貸付金に係る金銭債権の権

利の放棄について、地方自治法第９６条第

１項第１０号の規定に基づき、議会の議決

を求めるもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第１１号 
権利の放棄について（生活保護法第６３条

返還金） 

債務者が死亡した生活保護法第６３条返還

金に係る金銭債権の権利の放棄について、

地方自治法第９６条第１項第１０号の規定

に基づき、議会の議決を求めるもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第１２号 
権利の放棄について（生活保護法第７８条

徴収金） 

債務者が死亡した生活保護法第７８条徴収

金に係る金銭債権の権利の放棄について、

地方自治法第９６条第１項第１０号の規定

に基づき、議会の議決を求めるもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第１３号 
権利の放棄について（休日夜間応急診療所

診療料） 

休日夜間応急診療所の診療料に係る金銭債

権の権利の放棄につき、地方自治法第９６

条第１項第１０号の規定に基づき、議会の

議決を求めるもの 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第１４号 
平成３０年度橿原市一般会計補正予算（第

５号）について 

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 

２００，８３３千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ４２，８３９，

８８３千円とする。（以下、略） 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第１５号 
平成３０年度橿原市国民健康保険特別会計

補正予算（第３号）について 

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 

２００，６８２千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ１２，８４５，

４１９千円とする。（以下、略） 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第１６号 
平成３０年度橿原市介護保険特別会計補正

予算（第２号）について 

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 

１０，９３６千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ８，４６９，１

１１千円とする。（以下、略） 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第１７号 平成３１年度橿原市一般会計予算について 

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ

４２，５６０，０００千円と定める。（以下、

略） 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

議第１８号 
平成３１年度橿原市国民健康保険特別会計

予算について 

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ

１２，４９５，１００千円と定める。（以下、

略） 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

議第１９号 
平成３１年度橿原市後期高齢者医療特別会

計予算について 

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ

１，７３３，２００千円と定める。（以下、

略） 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

議第２０号 
平成３１年度橿原市介護保険特別会計予算

について 

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ

８，２１５，８００千円と定める。（以下、

略） 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

議第２１号 
平成３１年度橿原市駐車場事業特別会計予

算について 

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ

１８４，４００千円と定める。（以下、略） 

原

案

可

決 

全

会

一

致 



議案番号 議案名 内容（要旨） 

議

決

結

果 

議

決

状

態 

議第２２号 
平成３１年度橿原市墓園事業特別会計予算

について 

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ

７３，６００千円と定める。（以下、略） 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第２３号 
平成３１年度橿原市共有財産処分特別会計

予算について 

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ

４，８１１，０００千円と定める。（以下、

略） 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

議第２４号 
平成３１年度橿原市上水道事業会計予算に

ついて 
（略） 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

議第２５号 
平成３１年度橿原市下水道事業会計予算に

ついて 
（略） 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

決 第 １ 号 
放課後児童クラブの質の確保を求める意見

書 

議員提案により意見書を、関係行政庁に対

し提出するもの 

原

案

可

決 

賛

成

多

数 

決 第 ２ 号 
今年１０月からの消費税引き上げ中止を求

める意見書 

議員提案により意見書を、関係行政庁に対

し提出するもの 

否

決 

賛

成

少

数 

決 第 ３ 号 

元市職員の夜間中学校及び昆虫館における

不正行為に関する１００条調査に関する決

議 

（略） 

原

案

可

決 

全

会

一

致 

報 第 １ 号 
平成３１年度橿原市土地開発公社事業計画

の報告について 

地方自治法第２４３条の３第２項の規定に

より報告 

報

告 
－ 

同意第１号 
監査委員選任につき同意を求めることにつ

いて 

監査委員（議会の議員のうちから選出され

た者）の辞任に伴い、地方自治法第１９６

条第１項の規定に基づき、委員を選任する

もの 

同

意 

全

会

一

致 

同意第２号 
監査委員選任につき同意を求めることにつ

いて 

監査委員１人が、平成３１年３月３１日に

任期満了となるため、地方自治法第１９６

条第１項の規定に基づき、委員を選任する

もの 

同

意 

全

会

一

致 

同意第３号 人権擁護委員の委員候補者の推薦について 

人権擁護委員１人が、平成３１年６月３０

日に任期満了となるため、人権擁護委員法

第６条第３項の規定に基づき、委員候補者

の推薦につき議会の意見を求めるもの 

同

意 

全

会

一

致 

 


